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1111....    研究研究研究研究背景背景背景背景・・・・目的目的目的目的    

地震リスクマネジメントの研究に比べ、地震火災リス

クマネジメントに関する知見は少ない。地震火災に関す

る研究は、古くから行われ、延焼・消火・避難など着目

した研究が多く報告される一方、出火や出火要因に対す

る研究が少ない。今後発生する地震火災に対するリスク

マネジメントを考える上で、生活環境や社会的背景の変

化に影響される出火要因の変化や、火災発生のメカニズ

ムを明らかにしておくことが重要である。 

そこで本研究では、地震火災における出火率予測手法

について文献調査を行い、既往研究における知見を整理

する。また代表的な出火率予測手法を抜粋し、過去の地

震における出火率予測結果の妥当性について検証するこ

とを目的して研究を行う。 

2222. . . . 研究概要研究概要研究概要研究概要    

2.2.2.2.1111 過去過去過去過去のののの地震地震地震地震におけるにおけるにおけるにおける出火要因出火要因出火要因出火要因とととと地震火災地震火災地震火災地震火災のののの割合割合割合割合のののの変遷変遷変遷変遷    

図 1 は、過去の火災を伴う地震の全壊世帯数と焼失世

帯数の割合を比較したものである 1)。1923 年の関東大震

災の地震火災の被害規模は圧倒的である。また、1995 年

の阪神淡路大震災は、近年の地震の中でも比較的被害が

大きいことがわかる。そこで、この 2 つの地震火災を代

表例として、両者における出火要因の比較を行う。 

表 1 は、1923 年の関東大震災における東京市と 1995 年

の阪神淡路大震災における神戸市を対象に、出火要因に

ついて比較したものである 2)。主な出火要因を比較するた

め、不明とその他を除き、出火件数の割合が最も多いも

のから順に 3 種類を載せた。 

 

      図－1 地震火災の出火割合の変遷 

表－1 出火要因の比較 

 
主な出火要因 

関東大震災（東京市） 
かまど
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薬品

（17.3%） 

七輪

（15.3%） 

阪神淡路大震災（神戸市） 
電気関係

（22.3%） 

ガス・油

（5.7%） 
放火

(3.8%) 

2.2.2.2.2222 出火率予測手法出火率予測手法出火率予測手法出火率予測手法にににに関関関関するするするする既往既往既往既往のののの研究研究研究研究    

 出火件数予測に関する既往の研究に関して、ここでは

代表的なものを 4 つ抜粋し、比較する。 

 出火件数予測に関する研究では、1961 年に河角氏が、

関東大震災の被害データを用いて建物倒壊率と出火率の

関係式を求めたものが最初である 3)。 

1978 年、水野氏は、火災を伴う地震 13 件をデータにと

り、河角氏の関係式を一般化した 1)。さらに、地震発生の

季節や時刻も考慮した予測手法を考案している。 

1983 年の（財）国土開発技術センターの研究 4)では、

出火件数が 0 件の場合のデータも使用できるよう、安全

側推定と平均出火率を用いる 2 つの手法に改善している。 

さらに、1997 年の東京消防庁の研究 5)では、地震動の

強さとして代表加速度レベルを使用している。また、建

物用途や出火要因に応じて出火率を予測できるようにし

ている。 

表 2 は、各研究で使用・定義しているパラメータの変

遷についてまとめたものである。 

表－2 使用パラメータの変遷について 

 

2.2.2.2.3333 研究方法研究方法研究方法研究方法    

1923 年関東大震災と 1995 年阪神淡路大震災を対象に、

2 つの既往研究を取り上げ、両者を比較することで、出火

率の予測手法の妥当性について検討する。比較するのは、

1978 年の水野氏による手法 1)と、1997 年の東京消防庁に

よる手法 2)である。ここでは、水野の方法により阪神淡路

大震災の出火率を予測し、東京消防庁の手法により関東

大震災の出火率を予測する。予測値と実際の出火率との

誤差を比較することで、手法の妥当性を検証する。 

研究年次 1961 年  1978 年  1983 年  1997 年  

研究者 河角広  水野弘之  

（財）国土

開発技術セ

ンター  

東京消防庁  

研究タイトル 

｢東京都の大

地震火災被害

の検討｣ 出

火率と倒壊率

の関係式 3) 

「地震時出火

に関する基礎

的研究」1) 

「都市防火

対策手法」

建設省総合

技術開発プ

ロジェクト

成果集成版
4) 

「直下の地震

を踏まえた新

たな出火要因

及び延焼性状

の解明と対

策」5) 

出火の指標 出火率 出火率 出火率 出火率 

地震動の指標 倒壊率 住家全壊率 住家全壊率 
代表加速度レ
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3. 3. 3. 3. 出火件数出火件数出火件数出火件数のののの予測手法予測手法予測手法予測手法    

3.1 3.1 3.1 3.1 水野氏水野氏水野氏水野氏によるによるによるによる予測手法予測手法予測手法予測手法    

河角氏が、関東大震災の被害データを用いて求めた、

建物倒壊率と出火率の関係式 3)は以下のとおりである。 

・倒壊率 X：木造建物倒壊家屋数／木造建物棟数 

・出火率 Y：木造出火件数／木造建物棟数 と定義して、 

bXaY +⋅= loglog …式（1 

 水野氏はこれをもとに、関東大震災以外の地震データ

も使用して一般化した 1)。また、出火率と住家全壊率を以

下のように定義している。 

・出火率：全出火件数(or 炎上火災件数)／全世帯数 

・住家全壊率：住家全壊世帯数／全世帯数－(焼失世帯数

＋流失世帯数) 

さらに、地震の発生時刻や季節の条件を加味し、変形

して以下の出火率の予測式を提案している。 

a

N

x
by )(⋅⋅⋅= βα

…式（2 

ただし、y:出火率、α:火気使用率、β:季節係数、N:世

帯数、x:住宅全壊世帯数、a、b：定数 とする。 

3.3.3.3.2222    東京消防庁東京消防庁東京消防庁東京消防庁によるによるによるによる予測手法予測手法予測手法予測手法    

 東京消防庁では、出火要因ごとに出火機構図を作成し、

振動実験を行なって、物体の移動、転倒、落下等の事象

と加速度の関係を求めた 5)。これのデータにより、図 2 に

示すフローに従って出火率を算定している。阪神大震災

時の通電火災の増加を受け、新たに火気始末率、初期消

火率などのパラメータを設定して算定に使用している。 

出火率は、建物用途、季節（夏・冬）、時刻（昼・夕）、

代表加速度レベル（表 3）の 4 つのパラメータにより予測

することができる。たとえば表 4 において、｢木造共同住

宅、夏、昼、代表加速度レベル 500(gal)｣の場合、出火率

は 0.007%と予測できる。 

 

図－2 出火率の算定フロー（停電なしの地域） 

 

表－3 代表加速度レベル 

 

表－4 建物用途別出火率の例（木造の共同住宅） 

用途 
季節 

時刻 

代表加速度（gal） 

150 250 350 500 700 1000 

共同住宅 

(木) 

夏・昼(%) 0.001 0.001 0.004 0.007 0.010 0.014 

夏・夕(%) 0.001 0.002 0.006 0.011 0.015 0.020 

冬・昼(%) 0.001 0.003 0.011 0.020 0.027 0.037 

冬・夕(%) 0.002 0.005 0.023 0.042 0.056 0.077 

4444....予測手法予測手法予測手法予測手法のののの比較比較比較比較    

4444.1.1.1.1 水野氏水野氏水野氏水野氏のののの手法手法手法手法によるによるによるによる出火出火出火出火率予測率予測率予測率予測    

 水野氏の予測式（2 に、表 5 の設定条件を入力して計算

すると、予測出火率は 0.062%となった。阪神淡路大震災

における神戸市の出火率を計算すると 0.030%と求まる。 

表－5 設定条件 
地震名 阪神大震災 

対象地域 神戸市 

α:火気使用率 0.15（4~5 時） 

β:季節係数 2.6459（冬） 

N:世帯数 581,700 

x:住宅全壊世帯数 104,906 

定数 a 0.5696 

定数 b 0.004125 

4444.2.2.2.2    東京消防庁東京消防庁東京消防庁東京消防庁のののの手法手法手法手法によるによるによるによる出火出火出火出火率予測率予測率予測率予測    

 表 6 の設定条件に従って出火率の予測を行なった。関

東大震災の発生日時である 9 月 1 日午前 11 時 58 分を考

慮し、発生季節と時刻は｢夏・昼｣とした。また、文献 6)よ

り、関東大震災の最大応答加速度は 300(gal)と推定される

ことから、表 3 により代表加速度レベルを 350(gal)と設定

した。さらに、東京市の建物用途割合を表 7 のように設

定 7)した。これにより出火率を予測すると、0.023%となっ

た。一方、関東大震災における東京市の出火率を計算す

ると 0.028%と求まる。 

   表－6 設定条件     表－7 設定条件 

 

 

 

  

 

4.34.34.34.3    予測結果予測結果予測結果予測結果のののの比較比較比較比較    

誤差を比較するため、予測出火率を実際の出火率で

割った値を計算すると、水野氏の手法では 2.07、東京

消防庁の手法では 0.82 となった。東京消防庁では誤差

が小さく、より正確な予測が可能であると示唆される。 

5555....    まとめまとめまとめまとめ    

 本研究では、地震火災における出火率予測手法に関す

る文献調査から、出火率予測に関わるパラメータの変遷

について整理した。また、既往研究における代表的な予

測手法を用いて、過去の地震における出火率の予測を試

みたところ、近年使用されている東京消防庁の手法は、

より多くの条件を考慮して出火率の算定を行っているた

め、正確な出火率予測が可能であることが認められた。 
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代表加速度レベル 
(gal) 

150 250 350 500 700 1000 

加速度 
(gal) 

100-200 200-300 300-400 400-600 600-800 800 以上  

建物用途 割合（％）

料理店 20

飲食店（油） 15

飲食店（非油） 10

小学校 10

大学 5

病院 3

共同住宅（木造） 35

旅館 1

物品販売店舗 1

地震名 関東大震災

対象地域 東京市

季節・時刻 夏・昼

代表加速度レベル 350(gal)


